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◇ 地方法人課税等については、近年、大都市部に大きな減収を伴う税制改正が相次い

で行われている。

この上に更なる多額の減収をもたらす改正は、計画的な財政運営に必要な予見性を

損ない、成長に向けた投資や、改革努力・意欲を損なうものであり、容認できない。

仮に、大都市部に大きな減収を伴う更なる税制改正が必要な場合には、本府の財政運営に

支障が生じないよう、適切な財源措置を講じること。

◇ 偏在が小さい地方税体系構築のためには、単に法人に課する地方税を国税化し、地

方譲与税や地方交付税の形で再配分するのではなく、地方消費税の一層の拡充など、

地方分権の観点に沿って税制全般のあり方を検討すべき。

１．大阪府意見のポイント

2



２．大阪府の財政状況

（１）大阪府の税収（法人二税）の全国シェア

税
収
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法
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）
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全
国
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バブル経済の崩壊後、大阪府の法人二税の全国シェアは大幅に低下
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（年度）

【平成元年度】
法人二税の全国シェア：11.2％
（人口の全国シェア： 7.1％）

【平成28年度】
法人二税の全国シェア：8.5％（▲2.7）
（人口の全国シェア：7.0％（▲0.1））
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２．大阪府の財政状況

（２）大阪府の地方交付税等交付状況の推移

平成５年度以降、地方交付税の交付団体に転じ、現状では約４,０００億円の財源不足

（注）地方交付税等は、地方交付税（決定額）に臨時財政対策債発行可能額を含めたものとしている。

＜財源超過額＞

4



△ 1,500 

△ 1,000 

△ 500 

0

500

1,000

1,500

H元 H5 H9 H13 H17 H21 H25 H29

（億円）

実質収支 減債基金借入・復元額

２．大阪府の財政状況

（３）大阪府の実質収支及び減債基金借入れ・復元額の推移（平成元～２９年度）

（年度）

赤字体質であった財政構造を徹底して改革、平成２０年度以降は実質黒字転換

平成12年度 実質収支
▲383億円

平成14年度 減債基金借入額
1,045億円

平成13年度～19年度
累計借入額 5,202億円

平成21年度～計画的に復元（※）
（平成29年度：273億円）

（※）復元額には、計画的な復元のほか決算剰余金の１／２（大阪府財政運営基本条例第２０条）の編入等がある。

（満期一括償還対応分）
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２．大阪府の財政状況

（４）行財政改革の取組み 
 
 
 
 
 
 
 
 

■平成８年度以降、厳しい改革を実行(効果額は、最終予算額ベース) 

 

 

 

 

 

・ 厳 し い 財 政 状 況 を 踏 ま え 、 全 国 に 先 駆 け て こ れ ま で 様 々 な 行 財 政 改 革 の 取 組 み を 実 施  

・ 平 成 ２ ０ 年 ２ 月 以 降 、 か つ て な い ス ピ ー ド で 改 革 の 取 組 み を 推 進  
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効果額 

２，１７５億円 
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効果額 

１，７２６億円 

【一般財源ベース】 

効果額 
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効果額 

１，９６５億円 

【一般財源ベース】 

効果額 

２４２億円 

【一般財源ベース】 

取組額 

５９２億円 

【一般財源ベース】 

 ＜８～１０年度＞ 

 行政改革大綱 

 

  財政健全化 

方策（案） 

 

バブル崩壊後、 

景気対策のため 

地方債の発行額 

急増 

＜１１～１３年度＞ 

  行政改革推進 

計画 

 

財政再建 

プログラム（案） 

＜１４～１６年度＞ 

  行財政計画（案） 

＜１７～１９年度＞ 

行財政計画 

（案） 

 

 行財政改革 

 プログラム（案） 

＜２０～２２年度＞ 

 財政再建 

  プログラム（案） 

 

 《将来ビジョン大阪》 

＜２３～２５年度＞ 

財政構造 

  改革プラン（案） 

 

 《大阪の成長戦略》 

＜２６年度＞ 

  行財政改革の 

  取組み 

 

財政構造改革 

プラン（案）を承継 

＜２７～２９年度＞ 

行財政改革 

    推進プラン（案） 

 

 《大阪の成長戦略》 

 （改訂版） 

歳出削減（シーリング）

建設事業△30％
一般施策△10％

（H9～H10）

歳出削減（シーリング）

建設単独△50％
一般施策△30％

（H11）

歳出削減（事業・施策評価）
休廃止273事業（最大）

（H12～19）

職員昇給延伸
（H11～H19）

職員給与カット
給料：

一般職△16％～△3.5％
退手：

一般職△10％～△5％
（H20.8～H22）

歳出削減（事業見直し）
休廃止499項目（H21）

出資法人見直し
全43法人→存続9法人

（H20～H22）

職員数削減

H7：16,953人
→ H29：8,464人
（△8,489人）
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２．大阪府の財政状況

（５）成長に向けた取組み
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２．大阪府の財政状況

（６）今後の財政収支の見通し

減債基金の積立不足額１,６２５億円の解消に向けて、平成３６年度までの間に計画的に復元
（※平成１３年度～１９年度の間に５，２０２億円を借入れ、平成３０年度までに３,５７７億円を復元済）
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３．財政運営の予見性確保を！

（１）最近における偏在是正措置

地方消費税率引上げ、法人事業税復元に伴う必要な偏在是正措置は、H28年度税制改正で手当て済み

（2.2％）

消費税（国＋地方）10％

法人住民税法人税割
（17.3％）

法人住民税法人税割

市町村
（12.3％）

都道府県
（5.0％）

（改正前）

法人事業税

法人事業税

（改正前）

H20年度以前 H20年度 H26年度 H31年度

（20年度改正） （26年度改正） （28年度改正）

法人事業税 法人事業税 法人事業税

地方法人特別税 地方法人特別税

法人住民税法人税割
（12.9％）▲4.4％

都道府県（3.2％）▲1.8％

（26年度改正）

市町村（9.7％）▲2.6％

市町村（6.0％）▲3.7％

都道府県（1.0％）▲2.2％

（28年度改正）

法人住民税法人税割
（7.0％）▲5.9％

地方法人税
（10.3％）＋5.9％

法人事業税交付金
（法人事業税の5.4％）

地方交付税

地方法人
特別譲与税
・人 口 1/2
・従業者 1/2

地方交付税

1.8％

2.6％

4.0％

6.3％

地方法人特別税の1/3縮小

・地方法人特別税の廃止
・法人事業税交付金の創設

地方法人特別税の創設

地方法人税の創設 地方法人税の拡大

地方法人税
（4.4％）

地方法人
特別譲与税
・人 口 1/2
・従業者 1/2

地方消費税

うち地方消費税 2.2％

消費税（国＋地方）5％

うち地方消費税 1.0％ うち地方消費税 1.7％

消費税（国＋地方）8％

消費税（地方消費税）率の引上げ消費税（地方消費税）率の引上げ
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３．財政運営の予見性確保を！

（２）過去の偏在是正措置等による大阪府財政収支へのインパクト

◇ 平成26年度以降、ほぼ毎年度、大都市部に大きな減収を伴う税制改正。
◇ 大阪府では、その影響を折り込んで今後の財政収支を見通し、計画的に財政運営。
◇ この上に更なる大きな減収をもたらす税制改正は、財政運営の予見性を損ない、成長に向けた投資や、改革努力・

意欲を損なう。

（億円）

H31以降
（平準化）

▲235
▲173 ▲178

▲235

（年度）

▲247

▲124

▲206

▲382

▲636
（▲593 ※2）

▲760
（▲651 ※2）

▲1,105
（▲966 ※2）地方法人特別税の創設 地方法人税の創設

地方消費税清算基準の見直し

H29.4～ 人口比率の引上げ（12.5％→17.5％）等
H30.4～ 人口比率の引上げ（17.5％→50％）等

事業税交付金の創設

・・・

※1 影響額のうち、１／２は市町村影響額（市町村交付金）
※2 かっこ内は市町村交付金を除いた大阪府の影響額

▲139 ※1
▲109※1

▲43※1
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４．分権型の税制改正を！ －これまでの意見・提言等－

（１）総務省 検討会（地方法人課税のあり方等に関する検討会）

（２）全国知事会

（３）経済財政諮問会議

■ 地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書【抜粋】（平成25年11月）
し

［地方法人課税のあり方等に関する基本的な認識について］
○ 地方法人特別税・譲与税制度は、将来的な消費税１％相当額との税源交換等を念頭に置きつつ、税源偏在・財政力格差を早急に是正
するために「偏在性の小さい地方税体系を構築するまでの間」の暫定措置として創設された異例の措置。

［地方法人課税のあり方等に関する見直しの方策について］
○ 地方消費税の充実又は消費税に係る地方交付税法定率分の地方消費税化と、法人住民税法人税割の地方交付税原資化による税源

交換を基本的な目標とすべき。

■ 地方税源の充実と税源偏在の是正について ～緊急提言～ 【抜粋】（平成19年11月）

○ 税源偏在の是正を国・地方とも税収中立の下で行う場合、地方交付税原資としての税目の見直しとあわせて行い、偏在性が大きく税収の
変動が大きい法人二税と消費税の交換により、地方消費税を拡充することを基本として検討すべきである。

■ 平成25年度 国の施策並びに予算に関する提案・要望【抜粋】（平成24年7月）
○ 税制抜本改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずるべき
であり、その際には、①消費税と地方法人課税の税源交換、②「地方共有税」の創設、③地方税の一部を地方の共通財源と位置付け調
整する仕組みの導入を含めた幅広い検討を行うべきである。

■ 平成19年度第14回 有識者議員（伊藤隆敏、御手洗冨士夫、八代尚宏）提出資料【抜粋】（平成19年5月）

［地方税財政改革による自治の確立］

○ 地方間の偏在度を小さくする工夫を行うべきである

例えば、①偏在度の大きな法人二税について按分を変える方法、②偏在度の大きな法人二税と小さな地方消費税を同額ずつ増減税す
る方法、③偏在度の大きな法人二税を交付税財源にし、交付税財源である消費税を同額地方消費税とする方法、等が考えられる。

◇ 偏在が小さい地方税体系構築のためには、単に法人に課する地方税を国税化し、地方譲与税や地方交付税の形で
再配分するのではなく、地方消費税の一層の拡充など、地方分権の観点に沿って税制全般のあり方を検討すべき。
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